
Ⅰ 農 業 経 営 体 の 部 

解     説

この部には、「2020年農林業センサス 農

林業経営体調査」に関する統計を掲載した。 

 

１ 調査の概要 

(1)  調査の目的 

この調査は、令和２年を調査年として、

農林業構造統計（統計法（平成19年法律

第53号）第２条第４項に規定する基幹統

計）を作成し、食料・農業・農村基本計

画及び森林・林業基本計画に基づく諸施

策並びに農林業に関する各統計調査に必

要な基礎資料を整備することを目的とし

て実施した。 

(2)  調査の期日 

令和２年２月１日現在。 

(3) 調査の方法 

「農林水産省－都道府県－市区町村－統

計調査員－調査対象」の実施系統で行

い、調査員が調査対象に調査票を配布・

回収する自計調査の方法で実施した。 

 

２ 用語の解説 

(1)  農林業経営体 

農林産物の生産を行うか又は委託を受け

て農林業作業を行い、生産又は作業に係

る面積・頭羽数が、次の規定のいずれか

に該当する事業を行う者をいう。 

ア 経営耕地面積が30ａ以上の規模の農業。 

イ 農作物の作付面積又は栽培面積、家畜

の飼養頭羽数又は出荷羽数、その他の事

業の規模が次の基準以上の農業。 

(ｱ) 露地野菜作付面積     15 ａ 

(ｲ) 施設野菜栽培面積     350 ㎡ 

(ｳ) 果樹栽培面積       10 ａ 

(ｴ) 露地花き栽培面積     10 ａ 

(ｵ) 施設花き栽培面積     250 ㎡ 

(ｶ) 搾乳牛飼養頭数       1 頭 

(ｷ) 肥育牛飼養頭数       1 頭 

(ｸ) 豚飼養頭数         15 頭 

(ｹ) 採卵鶏飼養羽数      150 羽 

(ｺ)  ブロイラー年間出荷羽数 1,000 羽 

(ｻ)  その他 調査期日前１年間における

農業生産物の総販売額50万円に相当す

る事業の規模。 

ウ 権原に基づいて育林又は伐採（立木竹

のみを譲り受けてする伐採を除く。）を

行うことができる山林（以下「保有山

林」という。）の面積が３ha以上の規模

の林業（調査実施年を計画期間に含む

「森林経営計画」を策定している者又は

調査期日前５年間に継続して林業を行

い、育林若しくは伐採を実施した者に限

る。）。 

エ 農作業の受託の事業。 

オ 委託を受けて行う育林若しくは素材生

産又は立木を購入して行う素材生産の事

業（ただし、素材生産については、調査

期日前１年間に200㎥以上の素材を生産し

た者に限る。）。 

(2)  農業経営体 

農林業経営体のうち、ア、イ又はエの

いずれかに該当する事業を行う者をい

う。 

(3)  個人経営体 

個人（世帯）で事業を行う経営体をい

う。なお、法人化して事業を行う経営体

は含まない。 

(4)  団体経営体 

個人経営体以外の経営体をいう。 

(5) 法人化している（法人経営体） 

農林業経営体のうち、法人化して事業を

行う者をいう。 

(6) 農事組合法人 

農業協同組合法（昭和22年法律第132

号）に基づき、「組合員の農業生産につ

いての協業を図ることによりその共同の

利益を増進すること」を目的として設立

された法人をいう。 

(7) 株式会社 

会社法（平成17年法律第86号）に基づ

き、株式会社の組織形態をとっているも

のをいう。なお、会社法の施行に伴う関
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係法律の整備等に関する法律（平成17年

法律第87号）に定める特例有限会社の組

織形態をとっているものを含む。 

(8) 合名・合資会社 

会社法に基づき、合名会社又は合資会社

の組織形態をとっているものをいう。 

(9) 合同会社 

会社法に基づき、合同会社の組織形態を

とっているものをいう。 

(10) 農協 

農業協同組合法に基づき組織された組合

で、農業協同組合、農業協同組合の連合

組織（経済連等）が該当する。 

(11) 森林組合 

森林組合法（昭和53年法律第36号）に基

づき組織された組合で、森林組合、生産

森林組合、森林組合連合会が該当する。 

(12) その他の各種団体 

農業保険法（昭和22年法律第185号）に

基づき組織された農業共済組合や農業関

係団体、又は森林組合以外の組合等の団

体が該当する。林業公社（第３セクタ

ー）もここに含める。 

(13) その他の法人 

農事組合法人、会社及び各種団体以外の

法人で、公益法人、宗教法人、医療法

人、ＮＰＯ法人などが該当する。 

(14) 地方公共団体・財産区 

地方公共団体とは、都道府県及び市区町

村をいう。 

財産区とは、地方自治法（昭和22年法律

第67号）に基づき、市区町村の一部で財

産を有し、又は公の施設を設け、当該財

産等の管理・処分・廃止に関する機能を

有する特別地方公共団体をいう。 

(15) 経営耕地 

調査期日現在で農林業経営体が経営して

いる耕地（けい畔を含む田、樹園地及び

畑）をいい、自ら所有し耕作している耕

地（自作地）と、他から借りて耕作して

いる耕地（借入耕地）の合計である。土

地台帳の地目や面積に関係なく、実際の

地目別の面積とした。 

ア 他から借りている耕地は、届出の有無

に関係なく、また、口頭の賃借契約によ

るものも、全て借り受けている者の経営

耕地（借入耕地）とした。 

イ 請負耕作や委託耕作などと呼ばれるも

のであっても、実際は一般の借入れと同

じと考えられる場合は、その耕作を借り

受けて耕作している者の経営耕地（借入

耕地）とした。 

ウ 耕起、稲刈り等のそれぞれの作業を単

位として、作業を請け負う者に委託して

いる場合は、その耕地は委託者の経営耕

地とした。 

エ 委託者が、収穫物の全てをもらい受け

る契約で、作物の栽培一切を人に任せ、

その代わりあらかじめ決めてある一定の

耕作料を相手に支払う場合は、その耕地

は委託者の経営耕地とした。 

オ 調査期日前１年間に１作しか行われな

かった耕地で、その１作の期間を人に貸

し付けていた場合は、貸し付けた者の経

営耕地とはせず、貸付耕地（借り受けた

側の経営耕地）とした。 

なお、「また小作」している耕地も、

「また小作している農家」の経営耕地

（借入耕地）とした。 

カ 共有の耕地を割地として各戸で耕作し

ている場合や、河川敷、官公有地内で耕

作している場合も経営耕地（借入耕地）

とした。 

キ 協業で経営している耕地は、自分の土

地であっても、自らの経営耕地とはせ

ず、協業経営体の経営耕地とした。 

ク 他の市区町村や他の都道府県に通って

耕作（出作）している耕地でも、全てそ

の農林業経営体の経営耕地とした。した

がって、○○県や○○町の経営耕地面積

として計上されているものは、その県や

町に居住している農林業経営体が経営し

ている経営耕地の面積であり、いわゆる

属人統計であることに留意する必要があ

る。 

(16) 農産物販売金額 

自ら生産した農産物を販売した場合、自

ら生産した農産物を自らが又は共同で営

む農業生産関連事業（加工品の製造、農

家民宿、農家レストラン等）における原
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料として使用した場合に、肥料代、農薬

代、飼料代等の諸経費を差引く前の売上

金額（消費税を含む。）をいう。 

なお、農業生産関連事業における原料と

して使用した場合は、原料農産物の見積

額とした。 

自給部分の見積金額は含まない。  

集落営農に参加しており、そこで生産し

た農産物の販売権等が集落営農側にある

場合は、その農産物の販売金額は含まな

い。 

観光農園を営んでいる場合の入園（入

場）料（入園料で農産物を一定量収穫さ

せる場合のみ）は、農産物販売金額に含

む。 

(17) 単一経営経営体 

農産物販売金額のうち、主位部門の販売

金額が８割以上の経営体をいう。 

(18) 複合経営経営体 

単一経営以外をいい、農産物販売金額の

うち、主位部門の販売金額が８割未満

（販売のなかった経営体を除く）の経営

体をいう。 

(19) 有機農業 

化学肥料及び農薬を使用せず、遺伝子組

換え技術も利用しない農業のことで、減

化学肥料・減農薬栽培は含まない。  

また、自然農法に取り組んでいる場合や

有機JASの認証を受けていなくても、化学

肥料及び農薬を使用せず、遺伝子組換え

技術も利用しないで農業に取り組んでい

る場合を含む。 

(20) 青色申告 

不動産所得、事業所得、山林所得のある

人で、納税地の所轄税務署長の承認を受

けた人が確定申告を行う際に、一定の帳

簿を備え付け日々の取引を記帳し、その

記録にもとづいて申告する制度をいう。 

ア 正規の簿記 

損益計算書と貸借対照表が導き出せる

組織的な簿記の方式 （一般的には複式簿

記）を行っている場合をいう。 

法人経営体で青色申告を行っている場

合は正規の簿記に含む。 

イ 簡易簿記 

「正規の簿記」以外の簡易な帳簿によ

る記帳を行っている場合をいう。 

ウ 現金主義 

現金主義による所得計算の特例を受け

ている場合をいう。 

(21) 農業経営を行うためにデータを活用 

効率的かつ効果的な農業経営を行うため

にデータ（財務、市況、生産履歴、生育

状況、気象状況、栽培管理などの情報）

を活用することをいい、次のいずれかの

場合をいう。 

ア データを取得して活用 

気象、市況、土壌状態、地図、栽培技

術などの経営外部データを取得するツー

ルとしてスマートフォン、パソコン、タ

ブレット、携帯電話、新聞などを用い

て、取得したデータを効率的かつ効果的

な農業経営を行うために活用することを

いう。 

イ データを取得・記録して活用 

「データを取得して活用」で取得した

経営外部データに加え、財務、生産履

歴、栽培管理、ほ場マップ情報、土壌診

断情報などの経営内部データをスマート

フォン、パソコン、タブレット、携帯電

話などを用いて、取得したものをこれに

記録して効率的かつ効果的な農業経営を

行うために活用することをいう。 

ウ データを取得・分析して活用 

「データを取得して活用」や「データ

を取得・記録して活用」で把握したデー

タに加え、センサー、ドローン、カメラ

などを用いて、気温、日照量、土壌水分

・養分量、CO₂ 濃度などのほ場環境情報

や、作物の大きさ、開花日、病気の発生

などの生育状況といった経営内部データ

を取得し、専用のアプリ、パソコンのソ

フトなどで分析（アプリ・ソフトの種

類、分析機能の水準などは問わない。）

して効率的かつ効果的な農業経営を行う

ために活用することをいう。 

(22) ５年以内に農業経営を引き継がない 

農業経営を開始又は農業経営を引き継い

だ直後であり、５年以内に農業経営を引

き継がないことをいう。 
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(23) 主副業別経営体 

ア 主業経営体 

農業所得が主（農家所得の50％以上が

農業所得）で、調査期日前１年間に自営

農業に60日以上従事している65歳未満の

世帯員がいる個人経営体をいう。 

イ 準主業経営体 

農外所得が主（農家所得の50％未満が

農業所得）で、調査期日前１年間に自営

農業に60日以上従事している65歳未満の

世帯員がいる個人経営体をいう。 

ウ 副業的経営体 

調査期日前１年間に自営農業に60日以

上従事している65歳未満の世帯員がいな

い個人経営体をいう。 

エ 農業専従者 

調査期日前１年間に自営農業に150日以

上従事した世帯員をいう。 

(24) 基幹的農業従事者 

15歳以上の世帯員のうち、ふだん仕事と

して主に自営農業に従事している者をい

う。 

(25) 総農家等 

ア 農家 

調査期日現在で、経営耕地面積が 10ａ

以上の農業を営む世帯又は経営耕地面積

が 10ａ未満であっても、調査期日前１年

間における農産物販売金額が 15 万円以上

あった世帯をいう。 

なお、「農業を営む」とは、営利又は

自家消費のために耕種、養畜、養蚕、又

は自家生産の農産物を原料とする加工を

行うことをいう。 

イ 販売農家 

経営耕地面積が 30ａ以上又は調査期日

前１年間における農産物販売金額が 50 万

円以上の農家をいう。 

ウ 自給的農家 

経営耕地面積が 30ａ未満かつ調査期日

前１年間における農産物販売金額が 50 万

円未満の農家をいう。 

エ 土地持ち非農家 

農家以外で耕地等を５ａ以上所有して

いる世帯をいう。 

 

３ 利用上の注意 

調査対象の属性区分については、2005 年農

林業センサスで農業経営体の概念を導入し、

2015 年調査までは、家族経営体と組織経営体

に区分していた。 

2020 年調査では、法人経営を一体的に捉え

るとの考えのもと、法人化している家族経営体と

組織経営体を統合し、非法人の組織経営体と併

せて団体経営体とし、非法人の家族経営体を個

人経営体とした。 

 

 

この部についての照会先 

統計部  経営・構造統計課 

電話(076)263-2161 内線 3634 

直通(076)232-4894 
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